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01 はじめに

第5回の需給調整市場検討⼩委員会(2018.7.31)で整理された論点整理のうち、「運⽤段階での設備トラブル
時等の対応」について報告する。

2018.7.31 需給調整市場検討⼩委員会資料３
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01 はじめに

○現在、⼀般送配電事業者は調整⼒公募を通じて、調整⼒を全てエリア内から調達しているが、今後、需給
調整市場が創設されると、⼀般送配電事業者は調整⼒をエリアを跨いで他エリアからも調達することが可能と
なる。

○広域調達された調整⼒は、運⽤段階において、広域需給調整システム(運⽤)を⽤いて広域運⽤することから、
広域需給調整システム(運⽤)がトラブル等により停⽌すると、広域調達した調整⼒を活⽤することができず、
調整⼒を広域調達したエリアは調整⼒不⾜となる可能性がある。

○ このように、広域需給調整システム(運⽤)は、調整⼒が広域調達された以降、重要な役割を果たすことから、
今回、広域需給調整システム(運⽤)のトラブル等への対応⽅針を整理した。
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02 調整⼒を広域運⽤するシステムのトラブル等への対応⽅針

○⼆次調整⼒②から三次調整⼒②の広域運⽤は、広域需給調整システム(運⽤)によって⾏う。
（⼆次調整⼒①の広域運⽤の詳細⽅法については今後検討）
◯運⽤段階で⽤いる広域需給調整システム(運⽤)は需給調整に直結するシステムであり、運⽤段階における
不具合が⽣じないよう⼆重系で構築することで、調整⼒を広域運⽤するシステムのトラブルリスクの低減を
図っている。具体的な対策は以下のとおり。
 広域需給調整システム(運⽤)のサーバは２エリアに拠点を分散して配置

(中部エリアと関⻄エリアに１系列ずつ配置）
 広域需給調整システム(運⽤)と各エリア中給を結ぶ通信回線は２ルート構築



(参考)広域需給調整システム(運⽤)の構成

○広域需給調整システム(運⽤)は、⼆次②や三次①を広域的に運⽤するための広域需給調整機能と、簡易
指令端末を⽤いて指令を⾏う三次②を広域的に運⽤するための低速枠発動⽀援機能で構成。
(⼆次①については将来の拡張機能)

○今回は、下図における、広域需給調整機能(⾚⾊箇所)および低速枠発動⽀援機能(緑⾊箇所)がトラブルと
なった場合の対応⽅法を説明。

※2 「⽀援機能」は、何の⽀援かを明確に
するため、「低速枠発動⽀援機能」と
表記。

広域需給
調整機能
⼆次②※４

三次①

低速枠発動
⽀援機能※２

（三次②※３）

DMZ

モジュール モジュール

広域需給
調整機能

(⼆次①※5)
モジュール

広域需給調整システム ( )内は需給調整市場創設後の
対象調整⼒

※5 将来の拡張機能

●広域需給調整機能導⼊時点の広域需給調整システムの構成

広域機関

IP-VPN

※１
P0配信

電⼒保安通信

• Webコンテンツ配信
• 運転員による操作

• GC前のP0変更（30分需給コマ）
は広域機関システムの機能を活⽤

メリットオーダーリスト、
調整量α等

中給
システム

TSO2

※１
簡易指令
端末

中給
システム

TSO1

※１
簡易指令
端末

中給
システム

TSO3

※１
簡易指令
端末

中給
システム

TSO4

※１
簡易指令
端末

DMZ DMZ

低速枠発動
⽀援端末

低速枠発動
⽀援端末

低速枠発動
⽀援端末

低速枠発動
⽀援端末

※3 発動までに１時間かかる電源等は、
当⾯、低速枠発動⽀援機能にて対応。
なお、中給からオンラインで制御できる
三次②を落札した場合等は広域需給
調整機能で制御することがある。

※4 広域需給調整機能導⼊時は機能
ロック

2018.7.31 需給調整市場⼩委員会資料４を⼀部修正
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（余⽩）
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(参考) 広域需給調整システム(運⽤)に関連する通信回線の構成

（３社の例）

広域需給調整システム(A系)

広域需給
調整機能

低速枠発動
⽀援機能

広域需給調整システム(Ｂ系)

広域需給
調整機能

低速枠発動
⽀援機能

中給システム
(中部)

中給システム
(北 陸)

中給システム
(関 ⻄)

広域機関システム

（拠点間⽤運⽤データのやりとり）

広域需給調整機能⽤通信回線【制御⽤運⽤データ】︓電⼒⽤保安通信を使⽤
低速枠発動⽀援機能⽤通信回線【制御⽤運⽤データ】︓ＩＰ－ＶＰＮ網を使⽤

精算に⽤いるデータの各広域需給調整システムと中給システムを結ぶ通信回線は機能毎に別途⽤意する。

なお、低速枠発動⽀援機能については、拠点間⽤運⽤データのやりとりの必要性を含め、現在検討中。
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(参考)広域需給調整システム(運⽤)の運⽤中断条件

広域需給調整システム(運⽤)の運⽤の⼀部または全部を中断する条件は以下のとおり。基本的に、⼆重系で
構築したシステムが共にトラブルにならない限り、広域需給調整システム(運⽤)は運⽤中断とはならない。

項 ⽬ 広域需給調整の継続可否

広域需給
調整システム
または
通信回線
障害時※1

両拠点(中部・関⻄)システム障害時 障害が発⽣した機能を⽤いる広域需給調整を中断
（健全な機能については継続して運転）

広域需給調整システムとエリア中給との
通信回線障害時(2ルートとも)

障害が発⽣した通信回線を⽤いる機能について、その通信回線に
接続するエリア中給と繋がる連系線を活⽤した広域需給調整を
中断※1し、それ以外は継続

拠点間の通信回線障害時(2ルートとも) ⼀旦、広域需給調整を中断（広域需給調整機能のみ中断）し、
⼀⽅の拠点の演算結果を⽤いて広域需給調整を再開

広域需給調整システムと広域機関シス
テムとの通信回線障害時(2ルートとも) 広域需給調整を中断(低速枠発動⽀援機能のみ中断)

演算結果
不⼀致時

両拠点の演算結果を照合した際、
不⼀致が⾒られた場合

⼀旦、広域需給調整を中断(広域需給調整機能のみ中断)し、
良好と判断した拠点の演算結果を⽤いて広域需給調整を再開

※１︓低速枠発動⽀援機能から独⽴している簡易指令システムにおいても、両拠点(東京、関⻄)システムまたは通信回線障害が発⽣した場合は使⽤を中断。

なお、電⼒流通設備の故障等により、運⽤容量を超過する地域間連系線については、当該連系線を活⽤した
広域需給調整のみ中断し、それ以外のものについては、広域需給調整を継続する。
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広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した際の対応⽅法

○ 広域需給調整システム(運⽤)では、システムトラブルにより調整⼒の広域運⽤が中断されないよう、システム
信頼性を⾼めて構築しているが、運⽤中断した際、広域調達を⾏った調整⼒の活⽤するためには、少なくとも、
調整⼒の授受を⾏う⼀般送配電事業者間で連絡を取り合い、調整⼒を授受するための追加操作等が必要。

○ そのため、広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した場合は、原則、エリア内の調整⼒を⽤いて対応し、
エリア内の調整⼒だけでは不⾜する場合には、 エリア外の余⼒を活⽤。

03
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（余⽩）
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(参考)広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した際の対応⽅法(１)
〜エリア内の調整⼒で対応できる場合〜

○ エリア内調達した調整⼒とエリア内余⼒により、エリアとして必要な調整⼒を確保できるのであれば、需給調整
可能。(エリア毎のメリットオーダーに基づく需給調整)

Aエリアの需給調整にBエリアの調整⼒を使えなくなるが、
Aエリアに余⼒がある場合は、余⼒を活⽤することで
需給調整は可能である。

＜エリア外調達（エリア内余⼒で調整⼒確保可能）・広域運⽤＞

A、Bエリアの調整電源全体での
メリットオーダーに基づき需給調整を実施。
（Aエリアの調整必要量がBエリアにも配分される）

Aエリアの調整⼒必要量の⼀部が
Bエリアで確保されている。

余⼒
調達して
いない

Ａエリアが
エリア外調達

ΔkW必要量
【Aエリア】 【Bエリア】

エリア内運⽤ （エリア内運⽤）

（広域需給調整システムトラブル時）（平常時）

［
調
達
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ⑤ ⑦ ⑩ ⑫ ② ④ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪

エリア内
調達

BS運転 BS

エリア内
調達

BS運転 BS

広域運⽤

連系線
［
運
⽤
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ⑤ ⑦ ⑩ ⑫ ② ④ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪
BS運転 BS BS運転 BS

【Aエリア】 【Bエリア】

［
運
⽤
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ⑤ ⑦ ⑩ ⑫ ② ④ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪
BS運転 BS BS運転 BS

【Aエリア】 【Bエリア】

エリア内余⼒も
活⽤し、エリア
内で需給調整
を実施
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(参考)広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した際の対応⽅法(２)
〜エリア内の調整⼒だけでは対応できない場合〜

＜エリア外調達（エリア内余⼒では調整⼒確保不可）・広域運⽤＞

○ エリア内調達した調整⼒とエリア内余⼒ではエリアとして必要な調整⼒を確保できない場合、エリア内で確保
できている以上の調整⼒の発動が必要の際に調整⼒不⾜となる。

Aエリアでの調整⼒だけでは、調整⼒が不⾜してしまう。A、Bエリアの調整電源全体での
メリットオーダーに基づき需給調整を実施。
（Aエリアの調整必要量がBエリアにも配分される）

Aエリアの調整⼒必量の⼀部が
Bエリアで確保されている。
（Aエリアに余⼒なし）

（平常時）

広域運⽤

連系線
［
運
⽤
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ④ ⑦ ⑩ ⑫ ② ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪
BS運転 BS BS運転 BS

【Aエリア】 【Bエリア】 Bエリアに
よる調整
ができない

（広域需給調整システムトラブル時）

［
運
⽤
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ④ ⑦ ⑩ ⑫ ② ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪
BS運転 BS BS運転 BS

【Aエリア】 【Bエリア】

連系線

Ａエリアが
エリア外調達

ΔkW必要量
【Aエリア】 【Bエリア】

［
調
達
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ④ ⑦ ⑩ ⑫ ② ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪

エリア内
調達

BS運転 BS

エリア内
調達

BS運転 BS
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○広域需給調整機能による広域需給調整が中断した場合、調整⼒を確保できないエリアは、調達したエリアに
対し、電話等を使って該当コマで調達した調整⼒を発動し、それを受電することで、エリア内の電源等に余⼒を
⽣じさせること(他エリアとの電源差替)ができるため、必要な調整⼒の確保は可能。
※低速枠発動⽀援機能による広域需給調整が中断となれば、調整⼒を確保できないエリアは、調達したエリアに対して
電話等の代替⼿段⽤いることで、エリア外調達した必要な調整⼒を発動。

○ これらは⼈間系による対応であるため、需給調整に影響が出る可能性があるものの、各エリア内にある程度の
⼆次調整⼒①が確保されていれば、需給調整への影響は軽減できる。

○ なお、広域需給調整の中断が継続する場合は、広域機関と連携を取りながら、調達した調整⼒を発動する
等して、他エリアから電源差替を継続して対応。

Aエリアは、調達した調整⼒を発動することで Bエリアからそれを受電し、その結果、
エリア内に余⼒を⽣じるため、調整⼒の確保が可能となり、需給調整を実施。

＜エリア外調達（エリア内余⼒では調整⼒確保不可）・広域運⽤＞

Bエリアからの受電により⽣じた
余⼒を調整⼒として活⽤ Bエリア

から送電

エリア内運⽤ Ａエリア不⾜分対応

（広域需給調整システムトラブル時）

［
運
⽤
］

(広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ順位)① ③ ④ ⑦ ⑩ ⑫ ② ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑪
BS運転 BS BS運転 BS

【Aエリア】 【Bエリア】

連系線

(参考)広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した際の対応⽅法(２)
〜エリア内の調整⼒だけでは対応できない場合〜
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まとめ04
○広域需給調整システム(運⽤)のトラブルに対しては、システム⾃体を⼆重系で構築(サーバーを２エリアに
分散設置、通信回線を２ルート構築)で、システムの信頼性を⾼め、リスクの低減を図っている。

○ それでも広域需給調整システム(運⽤)が運⽤中断した場合は、原則、エリア内の調整⼒を⽤いて対応し、
エリア内の調整⼒だけでは不⾜する場合には、 エリア外の余⼒を活⽤することで、需給調整への影響を
最⼩限に抑える。


